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第１００期（２０２３年４月１日より２０２４年３月３１日まで） 

 

 

 

 

上記事項につきましては、法令及び定款第１７条の規定に基づき、書面交付請求をいただ

いた株主様に対して交付する書面には記載しておりません。 

なお、本株主総会におきましては、書面交付請求の有無にかかわらず、株主の皆様に電子

提供措置事項から上記事項を除いたものを記載した書面を一律でお送りいたします。 

 



（2023年 ４月 １日 より  　2024年 ３月 31日 まで）

(単位：百万円）

10,156 452 40,242 △ 1,955 48,896

剰余金の配当 △ 2,127 △ 2,127

親会社株主に帰属する
当期純利益 7,506 7,506

自己株式の取得
△ 1 △ 1

自己株式の処分
0 0 0

株主資本以外の項目
の当期変動額（純額）

- 0 5,379 △ 1 5,377

10,156 452 45,622 △ 1,957 54,274

当期変動額合計

当期末残高

当期首残高

当期変動額

資本金
資本

剰余金
利益

剰余金
自己株式

株主資本
合計

連結株主資本等変動計算書

株主資本



【連結注記表】 

 

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記 

 （１）連結の範囲に関する事項 

 連結子会社は、シンフォニア商事㈱、シンフォニアエンジニアリング㈱、㈱アイ･シー･エス、㈱大崎電業社、㈱Ｓ＆Ｓエンジニア

リング、シンフォニアマイクロテック㈱、昕芙旎雅機電（香港）有限公司、昕芙旎雅機電（東莞）有限公司、SINFONIA 

MICROTEC（VIETNAM）CO.,LTD.、SINFONIA TECHNOLOGY (THAILAND) CO.,LTD.及び昕芙旎雅商貿（上海）有限公

司の 11 社であります。 

 非連結子会社は、SINFONIA TECHNOLOGY (AMERICA) INC.等 3 社であります。 

非連結子会社は、いずれも小規模会社であり、総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合

う額）等の合計額はいずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないため、連結の範囲より除外しております。 

 
 （２）持分法の適用に関する事項 

 持分法適用の非連結子会社及び関連会社はありません。 

持分法を適用していない非連結子会社（3 社）及び天津神鋼電機有限公司等関連会社（3 社）は、当期純損益（持分に見合う

額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、か

つ、全体としても重要性がないため、持分法の適用範囲から除外しております。 

 

 （３）連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社のうち、昕芙旎雅機電（東莞）有限公司、SINFONIA TECHNOLOGY (THAILAND) CO.,LTD.及び昕芙旎雅商貿

（上海）有限公司の決算日は 12 月 31 日であり、連結決算日と異なっております。 

連結計算書類の作成にあたり、昕芙旎雅機電（東莞）有限公司につきましては、連結決算日現在で実施した仮決算に基づく

計算書類を使用しております。また、SINFONIA TECHNOLOGY (THAILAND)CO.,LTD.及び昕芙旎雅商貿（上海）有限公司

につきましては、12 月 31 日現在の計算書類を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調

整を行っております。 

  なお、その他の連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。 

 
 （４）会計方針に関する事項 

 ①重要な資産の評価基準及び評価方法 

有価証券 

  満期保有目的の債券 償却原価法（定額法） 

 その他有価証券 

 市場価格のない株式等以外のもの 

  時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算

定しております。） 

 市場価格のない株式等  

  移動平均法による原価法 

 

 デリバティブ 時価法 

 

      棚卸資産 

 商品及び製品 主として、個別法及び総平均法による原価法 

 仕掛品 個別法による原価法 

 原材料及び貯蔵品 主として、総平均法による原価法 

 （連結貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定しております。） 

 

 ②重要な減価償却資産の減価償却の方法 

       有形固定資産 当社は定額法、連結子会社は定額法及び定率法を採用しております。 

 （リース資産を除く）  

 

      無形固定資産 定額法 

      （リース資産を除く） ただし、ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（5 年）に基

づく定額法を採用しております。 

 

      リース資産 所有権移転ファイナンス･リース取引に係るリース資産 

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。 

                    所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

    リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

 

 

 



 ③重要な引当金の計上基準 

      貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計

上しております。 

 

      製品保証引当金 販売済の製品等に係る無償補修費用に備えるため、過去の発生実績率に基づく見積り

のほか、個別に発生が見込まれる費用について、翌連結会計年度以降の発生見込額

を計上しております。 
 

      受注損失引当金 受注契約に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年度末において将来の損失が

見込まれ、かつ、当該損失額を合理的に見積もることが可能なものについて、翌連結会

計年度以降の損失見込額を計上しております。 

 

      役員株式給付引当金 役員株式給付規程に基づく当社株式の給付に備えるため、当連結会計年度末におけ 

る株式給付債務の見込額を計上しております。 

 

 ④退職給付に係る会計処理の方法 

    従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における見込額に基づき、退職給付債務から年金資産の額を控除

した額を退職給付に係る負債として計上しております。 

       ・退職給付見込額の期間帰属方法 

         退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、給付

算定式基準によっております。 

       ・数理計算上の差異の費用処理方法 

   数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（主として 11 年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。 

・小規模企業等における簡便法の採用 

  一部の連結子会社が有する確定給付企業年金制度及び退職一時金制度は、簡便法により退職給付に係る負債及び

退職給付費用を計算しております。 

 

 ⑤重要な収益及び費用の計上基準 

 当社グループは、主に電気機器の製造販売・設置工事を提供しており、これらについて、約束した財又はサービスの支配が

顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識しております。 

 なお、製品の国内販売において、出荷時から当該製品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常である場合には、

「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 30 号 2021 年 3 月 26 日。）第 98 項に定める代替的

な取扱いを適用し、出荷時に収益を認識しております。 

 また、工事契約に関しては、一定期間にわたり履行義務が充足される契約については、履行義務の充足に係る進捗度を見

積り、当該進捗に基づき一定の期間にわたり収益を認識する方法としております。履行義務の充足に係る進捗度の見積りの

方法は、見積総原価に対する発生原価の割合（インプット法）で算出しております。なお、工事期間がごく短い契約について

は代替的な取扱いを適用し、一定の期間にわたり収益を認識せず、工事等が完了した時点で収益を認識しております。 

 

 ⑥重要なヘッジ会計の方法 

       ヘッジ会計の方法 

         原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお、振当処理の要件を満たしている為替予約取引については振当処理に

よっております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



２．収益認識 

 （１）顧客との契約から生じる収益を分解した情報 

 

当連結会計年度（自 2023年4月１日 至 2024年3月31日） 

（単位：百万円） 

 クリーン搬送システム モーション機器 
パワー 

エレクトロニクス機器 
エンジニアリング＆

サービス 
合計 

収益認識の時期      

 一時点で移転される財又
はサービス 

21,814 37,063 16,779 13,831 89,488 

 一定の期間にわたり移転
される財又はサービス 

－ － 6,460 6,708 13,168 

 21,814 37,063 23,240 20,539 102,657 

主たる地域市場      

 日本 8,902 29,701 19,382 17,135 75,122 

 海外 12,911 7,361 3,858 3,404 27,535 

 21,814 37,063 23,240 20,539 102,657 

 

 （２）顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報 

 収益を理解するための基礎となる情報は「１．（４）会計方針に関する事項⑤重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりで

あります。 

 なお、主要な工事契約は、パワーエレクトロニクス機器事業における社会インフラシステム部門の契約等、エンジニアリング＆サー

ビス事業における電気・機械設備工事の請負に関連する契約等であります。 

また、全ての契約について、支払期限は顧客との個別契約に基づいております。その際、一部の契約では、履行義務の充足とは

別に契約期間中に段階的に支払を受けております。これらについて、約束した対価の金額に重要な金融要素は含まれておりま

せん。 

 

 （３）顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当連結会計年度末において存

在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び時期に関する情報 

①契約資産及び契約負債の残高等 

    顧客との契約から生じた債権及び債務の内訳は、以下のとおりであります。 

（単位：百万円） 

 
当連結会計年度（期首） 

（2023年4月1日） 
当連結会計年度（期末） 

（2024年3月31日） 

顧客との契約から生じた債権 35,977 36,199 

契約資産 1,354 1,876 

契約負債 2,501 1,907 

当連結会計年度に認識された収益のうち、期首現在の契約負債に含まれていた金額に重要性はありません。 

 

②残存履行義務に配分した取引価格 

2024 年 3 月 31 日現在、クリーン搬送システム事業に係る残存履行義務に配分した取引価格の総額は 5,882 百万円でありま

す。当社グループは、当該履行義務の内一時点で充足される義務に対応する取引価格 5,882 百万円について、概ね 1 年以

内に収益を認識する見込みです。 

 

2024 年 3 月 31 日現在、モーション機器事業に係る残存履行義務に配分した取引価格の総額は 40,991 百万円であります。

当社グループは、当該履行義務の内一時点で充足される義務に対応する取引価格 40,991 百万円について、概ね 1 年以内

に収益を認識する見込みですが、航空部門での取引の一部については、契約期間が長期にわたっております。 

 



2024 年 3 月 31 日現在、パワーエレクトロニクス機器事業に係る残存履行義務に配分した取引価格の総額は 31,729 百万円

であります。当社グループは、当該履行義務の内一時点で充足される義務に対応する取引価格 18,039 百万円について、概

ね 1 年以内に収益を認識する見込みです。また、当該履行義務の内一定期間で充足される取引価格に対応する 13,690 百

万円について、各契約期間の進捗とともに、今後 1 年から 8 年の間で収益を認識する見込みです。 

 

2024 年 3 月 31 日現在、エンジニアリング＆サービス事業に係る残存履行義務に配分した取引価格の総額は 11,459 百万円

であります。当社グループは、当該履行義務の内一時点で充足される義務に対応する取引価格 4,571 百万円について、概

ね 1 年以内に収益を認識する見込みです。また、当該履行義務の内一定期間で充足される取引価格に対応する 6,888 百万

円について、各契約期間の進捗とともに、今後 1 年から 3 年の間で収益を認識する見込みです。 
 

３．重要な会計上の見積り 

   会計上の見積りにより当連結会計年度に係る連結計算書類にその額を計上した項目であって、翌連結会計年度に係る連結計算 

書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。 

 

製品保証引当金  573 百万円 

 

製品保証引当金は、販売済の製品等に係る無償補修費用に備えるため、当連結会計年度末において将来の発生が見込まれ、

かつ、当該発生額を合理的に見積もることが可能なものについて計上しております。引当金の金額は、過去の発生実績率に基づ

く見積りのほか、個別に発生が見込まれる費用について、見積計上しております。 

当該見積りは、対象数量や補修内容の変更等、想定し得ない事象の発生によって影響を受ける可能性があり、実際に発生した

損失額が見積りと異なった場合、翌連結会計年度の連結計算書類において、製品保証引当金の金額に重要な影響を与える可

能性があります。 

 

受注損失引当金  385 百万円 

 

受注損失引当金は、受注契約に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年度末において将来の損失が見込まれ、かつ、当 

該損失額を合理的に見積もることが可能なものについて計上しております。引当金の金額は、完成までに必要となる工数や原材 

料費等を基礎に将来の見込みを加味して見積もっております。 

当該見積りは、将来の仕様や価格の変更、また追加作業等の想定し得ない事象の発生によって影響を受ける可能性があり、実 

際に発生した損失額が見積りと異なった場合、翌連結会計年度の連結計算書類において、受注損失引当金の金額に重要な影 

響を与える可能性があります。 

 

４．追加情報 

（取締役等に対する株式給付信託（BBT）の導入） 

  当社は、2019 年 6 月 27 日開催の第 95 回定時株主総会決議において、社外取締役を除く取締役及び取締役を兼務しない執

行役員（以下、総称して「取締役等」といいます。）に対する業績連動型株式報酬制度「株式給付信託（BBT（＝Board Benefit 

Trust））」（以下「本制度」といいます。）を導入しております。 

 

（1）取引の概要 

本制度は、当社が拠出する金銭を原資として当社株式が信託（以下、本制度に基づき設定される信託を「本信託」といいま

す。）を通じて取得され、取締役等に対して、当社が定める役員株式給付規程に従って、当社株式及び当社株式を時価で換

算した金額相当の金銭（以下「当社株式等」といいます。）が本信託を通じて給付される業績連動型株式報酬制度です。なお、

取締役等が当社株式等の給付を受ける時期は、原則として取締役等の退任時となります。 

 

（2）信託に残存する自社の株式 

信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資産の部に自己株式として計上し

ております。当連結会計年度末の当該自己株式の帳簿価額は 188 百万円、株式数は 167,500 株です。 

 

５．連結貸借対照表に関する注記 

  （１）有形固定資産減価償却累計額 48,769 百万円 

    なお、減価償却累計額には減損損失累計額 27 百万円を含んでおります。 

 

  （２）同一の工事契約に係る棚卸資産及び受注損失引当金 

    損失の発生が見込まれる工事契約に係る仕掛品と受注損失引当金は、相殺せずに両建てで表示しております。 

    損失の発生が見込まれる工事契約に係る仕掛品のうち、受注損失引当金に対応する額は 232 百万円であります。 

 

 

 

 

 

 

 



   （３）事業用土地の再評価 

当社は、｢土地の再評価に関する法律｣（1998 年 3 月 31 日公布法律第 34 号）及び｢土地の再評価に関する法律の一部を改正

する法律｣（2001 年 3 月 31 日公布法律第 19 号）に基づき、事業用土地の再評価を行い、再評価差額から｢再評価に係る繰延

税金負債｣を控除した金額を｢土地再評価差額金｣として純資産の部に計上しております。 

       再評価の方法         土地の再評価に関する法律施行令（1998 年 3 月 31 日公布政令第 119 号）第 2 条第

3 号に定める固定資産税評価額に合理的な調整を行って算定する方法によっており

ます。 

       再評価を行った年月日  2002 年 3 月 31 日 

       再評価を行った土地の当連結会計年度末における時価と再評価後の帳簿価額との差額 

  △4,571 百万円 

 

 （４）期末日満期手形 

期末日満期手形の会計処理につきましては、手形交換日をもって決済処理しております。 

当連結会計年度末日は金融機関の休業日であったため、次の期末日満期手形が連結会計年度末残高に含まれております。 

 受取手形 1,185 百万円 

 支払手形 954 百万円 

 設備関係支払手形（流動負債のその他に含む。） 55 百万円 

 

６．連結損益計算書に関する注記 

  事業整理損失 

モーション機器事業及びエンジニアリング＆サービス事業のうち、一部事業の整理に伴う損失を計上しております。 

 

 （単位：百万円） 

 モーション機器 
エンジニアリング＆ 

サービス 
合計 

棚卸資産 評価減 123 107 231 

固定資産 減損損失 0 11 11 

 123 119 243 

 

 

７．連結株主資本等変動計算書に関する注記 

   （１）当連結会計年度末日における発行済株式の種類及び総数 

 普通株式  29,789,122 株 （自己株式含む） 

 

   （２）当連結会計年度末日における自己株式の種類及び株式数 

 普通株式  1,594,605 株 

 

      （注）当連結会計年度末の株式数には、「株式給付信託（BBT）」の信託財産として㈱日本カストディ銀行（信託 E 口）が保有 

する当社株式 167,500 株が含まれております。 

 

   （３）剰余金の配当に関する事項 

     ①配当金支払額 

       2023 年 6 月 29 日開催の定時株主総会において、次のとおり決議しております。 

 株式の種類  普通株式 

 配当金の総額  2,127 百万円 

 1 株当たりの配当額  75 円 

 基準日  2023 年 3 月 31 日 

 効力発生日  2023 年 6 月 30 日 

 

（注）配当金の総額には、「株式給付信託（BBT）」の信託財産として㈱日本カストディ銀行（信託 E 口）が保有する当社株式 

に対する配当金 12 百万円が含まれております。 

 

 

 

 

 

 

 

 



     ②基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

       2024 年 6 月 27 日開催の定時株主総会において、次のとおり議案として付議することを予定しております。 

 株式の種類  普通株式 

 配当金の総額  1,985 百万円 

 1 株当たりの配当額  70 円 

 基準日  2024 年 3 月 31 日 

 効力発生日  2024 年 6 月 28 日 

 

（注）配当金の総額には、「株式給付信託（BBT）」の信託財産として㈱日本カストディ銀行（信託 E 口）が保有する当社株式 

に対する配当金 11 百万円が含まれております。 

 

８．金融商品に関する注記 

   （1）金融商品の状況に関する事項 

当社グループは、資金運用については安全性の高い金融資産で運用し、また、資金調達については主に銀行借入によってお

ります。 

受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクを低減するため、与信管理方針に従い、主な取引先の信用状況を随時把握する

体制としております。また、外貨建ての営業債権は、為替の変動リスクに晒されておりますが、原則として先物為替予約を利用し

てヘッジしております。 

投資有価証券は、主として株式であり、上場株式については定期的に時価把握を行っております。 

支払手形及び買掛金、電子記録債務は、1 年以内の支払期日であります。また、外貨建ての営業債務は、為替の変動リスクに

晒されておりますが、主要な取引については先物為替予約を利用してヘッジしております。 

借入金は、主に運転資金及び設備投資に係る資金の調達を目的としたものであります。 

また、デリバティブ取引を行う場合には、取引権限を定めた内規に従い、実需に基づいた取引に限定しており、投機を目的とし

た取引は実施しておりません。 

 

  （2）金融商品の時価等に関する事項 

2024 年 3 月 31 日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、市場価格

のない株式等は、次表には含めておりません。（（注）をご参照ください。）また、現金は注記を省略しており、預金、支払手形及

び買掛金、電子記録債務、短期借入金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しておりま

す。 

 
連結貸借対照表 

計上額（百万円） 
時価（百万円） 差額（百万円） 

(1）受取手形、売掛金及び契約資産 38,075 38,074 △0 

(2）投資有価証券    

  その他有価証券 18,315 18,315 － 

資産計 56,390 56,390 △0 

(1）長期借入金 

（1年内返済予定を含む） 
15,712 15,655 △56 

負債計 15,712 15,655 △56 

デリバティブ取引（※） （56） （56） － 

（※） デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目については（ ）

で示しております。 

 
 （注）非上場株式（連結貸借対照表計上額 291 百万円）は、｢(2）投資有価証券｣には含めておりません。 

 

  （3）金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項 

金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに分類しておりま

す。 

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価の算定の対象となる

資産又は負債に関する相場価格により算定した時価 

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定に係るインプットを用い

て算定した時価 

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価 

 

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属するレベルのうち、

時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。 

 



①時価で連結貸借対照表に計上している金融商品 

区分 
時価（百万円） 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

投資有価証券     

その他有価証券        

 株式 18,315 － － 18,315 

資産計 18,315 － － 18,315 

デリバティブ取引     

通貨関連 － 56 － 56 

負債計 － 56 － 56 

 

②時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品 

区分 
時価（百万円） 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

受取手形、売掛金及び契約資産 － 38,074 － 38,074 

資産計 － 38,074 － 38,074 

長期借入金 

（1 年内返済予定を含む） 
－ 15,655 － 15,655 

負債計 － 15,655 － 15,655 

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明 

投資有価証券 

投資有価証券は全て上場株式であり相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているた

め、その時価をレベル１の時価に分類しております。 

デリバティブ取引 

為替予約の時価の算定方法は、取引金融機関から提示された価格等に基づき算定しており、レベル２の時価に分類し

ております。 

受取手形、売掛金及び契約資産 

これらは短期間(1 年内)で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。 

ただし、決済条件が長期となる売掛金が生じた場合は、一定の期間ごとに区分した債権ごとに債権額と満期までの期

間及び信用リスクを加味した利率を基に割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。 

長期借入金（1 年内返済予定を含む） 

これらの時価は、元利金の合計額を新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算

定しており、レベル２の時価に分類しております。 

 

９．1 株当たり情報に関する注記 

     1 株当たり純資産額 2,640 円 63 銭 

     1 株当たり当期純利益 266 円 23 銭 

 

（注）株主資本において自己株式として計上されている「株式給付信託（BBT）」に残存する自社の株式は、1 株当たり純資産額 

の算定上、期末発行済株式総数から控除する自己株式数に含めており、また、1 株当たり当期純利益の算定上、期中平

均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。 

1 株当たり純資産額の算定上、控除した当該自己株式の期末株式数は 167,500 株であり、1 株当たり当期純利益の算定

上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は 167,500 株であります。 

 

 

１０．記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 



株主資本等変動計算書

( 2023年 ４月 １日より　2024年 ３月 31日まで )

（単位：百万円）

当期首残高

剰余金の配当

当期純利益

自己株式の取得

自己株式の処分

株主資本以外の項目
の当期変動額（純額）

当期末残高

当期首残高

剰余金の配当

当期純利益

自己株式の取得

自己株式の処分

株主資本以外の項目
の当期変動額（純額）

当期末残高

当期変動額

利益
剰余金
合計

繰越利益
剰余金

10,156 452 0 452 1,364 31,220 32,584

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本
準備金

その他
資本剰余金

資本剰余金
合計

利益
準備金

その他利益剰余金

△ 2,127

6,895 6,895

212 △ 2,339

0 0

当期変動額合計 - - 0 0 212 4,555 4,767

10,156 452 0 452 1,577 35,775 37,352

株主資本 評価・換算差額等

純資産
合計自己株式

株主資本
合計

その他
有価証券

評価差額金

繰延ヘッジ
損益

土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

50,786

当期変動額

△ 1,955 41,238 5,636 △ 3 3,913 9,547

当期変動額合計 △ 1 4,766 4,366 △ 36 - 4,329

△ 2,127 △ 2,127

6,895

△ 1

6,895

△ 1 △ 1

9,096

△ 1,957 46,005 10,003 △ 39 3,913 13,877 59,882

0

4,366 △ 36 - 4,329 4,329

0 0



【個別注記表】 

 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

 （１）有価証券の評価基準及び評価方法 

 子会社株式及び 移動平均法による原価法 

 関連会社株式 

 その他有価証券 

  市場価格のない株式等以外のもの 

   時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定してお

ります。） 

  市場価格のない株式等  

   移動平均法による原価法 

 

 （２）デリバティブの評価基準及び評価方法 

 時価法 

 

 （３）棚卸資産の評価基準及び評価方法 

  商品及び製品 個別法及び総平均法による原価法 

  仕掛品 個別法による原価法 

  原材料及び貯蔵品 総平均法による原価法 

  （貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定しております。） 

 

 （４）固定資産の減価償却方法 

  有形固定資産 定額法 

  （リース資産を除く） 

 

  無形固定資産 定額法 

  （リース資産を除く） ただし、ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（5 年）に基づく

  定額法を採用しております。 

 

  リース資産 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

  自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

 

 （５）引当金の計上基準 

  貸倒引当金  債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しておりま

す。 

 

 製品保証引当金  販売済の製品等に係る無償補修費用に備えるため、過去の発生実績率に基づく見積りのほか、

個別に発生が見込まれる費用について、翌事業年度以降の発生見込額を計上しております。 

 

 受注損失引当金 受注契約に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末において将来の損失が見込まれ、か

つ、当該損失額を合理的に見積もることが可能なものについて、翌事業年度以降の損失見込額

を計上しております。 

 

役員株式給付引当金   役員株式給付規程に基づく当社株式の給付に備えるため、当事業年度末における株式給付債 

務の見込額を計上しております。 

 

 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込

額に基づき計上しております。 

  ・退職給付見込額の期間帰属方法 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方

法については、給付算定式基準によっております。 

  ・数理計算上の差異の費用処理方法 

数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（11 年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度か

ら費用処理しております。 

 

  



 （６）重要な収益及び費用の計上基準  

当社は、主に電気機器の製造販売・設置工事を提供しており、これらについて、約束した財又はサービスの支配が顧客に

移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識しております。 

なお、製品の国内販売において、出荷時から当該製品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常である場合には、

「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 30 号 2021 年 3 月 26 日。）第 98 項に定める代替

的な取扱いを適用し、出荷時に収益を認識しております。 

また、工事契約に関しては、一定期間にわたり履行義務が充足される契約については、履行義務の充足に係る進捗度を

見積り、当該進捗に基づき一定の期間にわたり収益を認識する方法としております。履行義務の充足に係る進捗度の見

積りの方法は、見積総原価に対する発生原価の割合（インプット法）で算出しております。なお、工事期間がごく短い契約

については代替的な取扱いを適用し、一定の期間にわたり収益を認識せず、工事等が完了した時点で収益を認識してお

ります。 

 

 （７）ヘッジ会計の方法 

原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお、振当処理の要件を満たしている為替予約取引については振当処理に

よっております。 

 

 （８）その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

 退職給付に係る 退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理の方法は、連結計算書類におけるこれら 

 会計処理 の会計処理の方法と異なっております。 

 

 

２．収益認識 

収益を理解するための基礎となる情報は「１．（６）重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。 

なお、主要な工事契約は、パワーエレクトロニクス機器事業における社会インフラシステム部門の契約等であります。 

また、全ての契約について、支払期限は顧客との個別契約に基づいております。その際、一部の契約では、履行義務の充足と

は別に契約期間中に段階的に支払を受けております。これらについて、約束した対価の金額に重要な金融要素は含まれてお

りません。 

 

 

３．重要な会計上の見積り 

会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌事業年度に係る計算書類に重要な影

響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。 

 

製品保証引当金  573 百万円 

 

製品保証引当金は、販売済の製品等に係る無償補修費用に備えるため、当事業年度末において将来の発生が見込まれ、か

つ、当該発生額を合理的に見積もることが可能なものについて計上しております。引当金の金額は、過去の発生実績率に基

づく見積りのほか、個別に発生が見込まれる費用について、見積計上しております。 

当該見積りは、対象数量や補修内容の変更等、想定し得ない事象の発生によって影響を受ける可能性があり、実際に発生し

た損失額が見積りと異なった場合、翌事業年度の計算書類において、製品保証引当金の金額に重要な影響を与える可能性

があります。 

 

受注損失引当金  337 百万円 

 

受注損失引当金は、受注契約に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末において将来の損失が見込まれ、かつ、当該

損失額を合理的に見積もることが可能なものについて計上しております。引当金の金額は、完成までに必要となる工数や原材

料費等を基礎に将来の見込みを加味して見積もっております。 

当該見積りは、将来の仕様や価格の変更、また追加作業等の想定し得ない事象の発生によって影響を受ける可能性があり、

実際に発生した損失額が見積りと異なった場合、翌事業年度の計算書類において、受注損失引当金の金額に重要な影響を

与える可能性があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



４．追加情報 

 （取締役等に対する株式給付信託（BBT）の導入） 

当社は、2019 年 6 月 27 日開催の第 95 回定時株主総会決議において、社外取締役を除く取締役及び取締役を兼務しない執

行役員（以下、総称して「取締役等」といいます。）に対する業績連動型株式報酬制度「株式給付信託（BBT（＝Board Benefit 

Trust））」（以下「本制度」といいます。）を導入しております。 

 

（1）取引の概要 

本制度は、当社が拠出する金銭を原資として当社株式が信託（以下、本制度に基づき設定される信託を「本信託」といいま

す。）を通じて取得され、取締役等に対して、当社が定める役員株式給付規程に従って、当社株式及び当社株式を時価で換

算した金額相当の金銭（以下「当社株式等」といいます。）が本信託を通じて給付される業績連動型株式報酬制度です。なお、

取締役等が当社株式等の給付を受ける時期は、原則として取締役等の退任時となります。 

 

（2）信託に残存する自社の株式 

信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資産の部に自己株式として計上し

ております。当事業年度末の当該自己株式の帳簿価額は 188 百万円、株式数は 167,500 株です。 

 

 

５．貸借対照表に関する注記 

 （１）有形固定資産減価償却累計額 43,600 百万円 

 なお、減価償却累計額には減損損失累計額 16 百万円を含んでおります。 

 

 （２）関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分掲記したものを除く） 

 短期金銭債権 3,253 百万円 

 短期金銭債務 6,224 百万円 

 長期金銭債務 5 百万円 

 

 （３）同一の工事契約に係る棚卸資産及び受注損失引当金 

 損失の発生が見込まれる工事契約に係る仕掛品と受注損失引当金は、相殺せずに両建てで表示しております。 

 損失の発生が見込まれる工事契約に係る仕掛品のうち、受注損失引当金に対応する額は 232 百万円であります。 

 

 （４）事業用土地の再評価 

「土地の再評価に関する法律」（1998 年 3 月 31 日公布法律第 34 号）及び「土地の再評価に関する法律の一部を改正す

る法律」（2001 年 3 月 31 日公布法律第 19 号）に基づき、事業用土地の再評価を行い、再評価差額から「再評価に係る繰

延税金負債」を控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。 

 再評価の方法 土地の再評価に関する法律施行令（1998 年 3 月 31 日公布政令第 119 号）第 2 条第

3 号に定める固定資産税評価額に合理的な調整を行って算定する方法によっておりま

す。 

  再評価を行った年月日 2002 年 3 月 31 日 

  再評価を行った土地の当事業年度末における時価と再評価後の帳簿価額との差額 

  △4,571 百万円 

 

（５）期末日満期手形 

 期末日満期手形の会計処理につきましては、手形交換日をもって決済処理しております。 

 当事業年度末日は金融機関の休業日であったため、次の期末日満期手形が事業年度末残高に含まれております。 

 受取手形 1,116 百万円 

 支払手形 912 百万円 

 設備関係支払手形（流動負債のその他に含む。） 55 百万円 

 

 

６．損益計算書に関する注記 

 （1）関係会社との取引高 

 関係会社に対する売上高 6,006 百万円 

 関係会社からの仕入高 9,651 百万円 

 関係会社との営業取引以外の取引高 531 百万円 

 

 （2）事業整理損失 

モーション機器事業のうち一部事業の整理に伴う棚卸資産の評価減 123 百万円及び工具器具備品の減損損失 0 百万円を

計上しております。 

 

 

 

 



７．株主資本等変動計算書に関する注記 

  当事業年度末日における自己株式の種類及び株式数 

 普通株式 1,594,605 株 

 

（注）当事業年度末の株式数には、「株式給付信託（BBT）」の信託財産として㈱日本カストディ銀行（信託 E 口）が保有する当社株

式 167,500 株が含まれております。 

 

 

８．税効果会計に関する注記 

 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 繰延税金資産 

 退職給付引当金 1,013 百万円 

 未払賞与 435 百万円 

 製品保証引当金 171 百万円 

 資産除去債務 154 百万円 

 投資有価証券評価損 151 百万円 

 棚卸資産評価損 121 百万円 

 受注損失引当金 100 百万円 

 その他  955 百万円 

 繰延税金資産小計  3,105 百万円 

 評価性引当額 △474 百万円 

 繰延税金負債との相殺  △2,630 百万円 

 繰延税金資産合計  － 百万円 

 

 繰延税金負債 

 その他有価証券評価差額金 △4,266 百万円 

 退職給付信託設定益 △204 百万円 

 その他  △6 百万円 

 繰延税金負債小計 △4,477 百万円 

 繰延税金資産との相殺  2,630 百万円 

 繰延税金負債合計  △1,847 百万円 

 繰延税金負債の純額  △1,847 百万円 

 

 

９．関連当事者との取引に関する注記 

  子会社 

（単位：百万円） 

属性 

  

会社等 

の名称 

議決権等の所有 

（被所有）割合 

関連当事者 

との関係 

取引の内容 

  

取引金額  科目 

  

期末残高  

子会社 

  

ｼﾝﾌｫﾆｱ 

ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ㈱ 

所有 

直接 100% 

当社製品の工事、

サービス等 

役員の兼務 

資金の預り 

（注） 

2,252 預り金 3,042 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注）預り金については当社と子会社間のＣＭＳ（キャッシュ・マネジメント・システム）にかかるものであり、取引金額は当事業年度 

の平均残高を記載しております。なお、利率は市場金利を勘案して合理的に決定しております。 

 

 

１０．1 株当たり情報に関する注記 

 1 株当たり純資産額 2,123 円 89 銭 

 1 株当たり当期純利益 244 円 55 銭 

 

（注）株主資本において自己株式として計上されている「株式給付信託（BBT）」に残存する自社の株式は、1 株当たり純資産額の

算定上、期末発行済株式総数から控除する自己株式数に含めており、また、1 株当たり当期純利益の算定上、期中平均株式

数の計算において控除する自己株式に含めております。 

 1 株当たり純資産額の算定上、控除した当該自己株式の期末株式数は 167,500 株であり、1 株当たり当期純利益の算定上、

控除した当該自己株式の期中平均株式数は 167,500 株であります。 

 

 

１１．記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 


